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本特別委員会は、下記により閉会中に先進地研修を行ったので報告します。 

 

記 

 

１ 研修期日   令和２年１月２０日（月） 

２ 研修場所   石川県 加賀市議会 

３ 研修事項   議会改革の取り組みについて 

４ 研修場所選定理由 

   加賀市議会は「早稲田大学マニフェスト研究所」による「議会改革度調査２０１

８」で全国１，３１８自治体議会中第５位にランク付けされており、議会改革への

各種取り組みは着実に成果を上げていることから当市議会にとっても極めて有意

義との判断により選定しました。 

５ 加賀市の概要 

 （１）市 勢 

     福井県に隣接し、平成１７年１０月１日に加賀市と山中町が合併し現在の

加賀市となっています。 

    ・面  積  ３０５．８７㎢ 

    ・人  口  ６６，８６９人（平成３１年４月１日） 

     毎年１，０００人強減少し続けており、人口減少及び少子高齢化が急速に進

展しています。 

（２）財政状況 

    ○平成３１年度当初予算規模 

     ・一般会計        ３２６億４，１００万円 

     ・特別会計（６会計）   １６５億２，２８０万円 

     ・企業会計（３会計）   １７０億６，９００万円 



 

      合  計        ６６２憶３，２８０万円 

 （３）議会の概要 

     ・条例定数      １８人（現員数１７人） 

     ・任  期      平成２９年１０月３０日～令和３年１０月２９日 

     ・会  派      ２会派１３人、無会派４人 

     ・平均年齢      ６０．８歳（３９～７１歳） 

     ・常任委員会（任期２年） 

     総務経済（定数９人）、教育民生（定数８人）、予算決算（定数１７人） 

    ・議会運営委員会（任期２年、定数７人） 

    ・特別委員会（議決設置） 

     基地対策特別委員会（定数６人）、新幹線・駅周辺整備特別委員会（定数

８人）、インバウンド対策特別委員会（定数８人）、議会活性化特別委員会

（定数７人） 

    ・議会改革関係条例の制定状況 

     平成２２年９月 政治倫理条例制定（平成２３年４月１日施行） 

     平成２３年３月 議会基本条例制定（平成２３年４月１日施行） 

６ 研修概要 

  ○説明対応者 

    上田朋和議員、東野真樹議員、宮地議会事務局長及び議会事務局職員 

  ○研修方法 

    加賀市議会基本条例及び関係条例並びに加賀市議会における議会改革の取り

組み状況等関係資料を参加議員に事前配布し、それに基づき提出された質問事

項８項目（大項目）について事前通知し、回答説明をいただいた後、質疑を行う

方法で実施しました。 

７ 研修結果 

 （１）議会改革の取り組み状況 

    加賀市議会での議会改革の取り組みは「市民から信頼される議会を目指して」

をメインテーマとし、従来型の「監視する議会」「審議する議会」に加え「開か

れた議会」「市民が参加する議会」「政策提案する議会」を掲げ、それぞれに具

体的な取り組みを明文化した議会基本条例を平成２３年４月１日に施行してい

ます。 

  ○「開かれた議会」への取り組み状況 

   ①政務活動費の全面公開（平成２３年から） 

    １人当たり月額８万円を市の情報公開条例に準拠し全面公開 

   ②本会議のインターネット録画中継（平成２３年６月から） 



 

   ③小学生の議会傍聴（平成２３年から） 

   ④フェイスブック開始（平成２７年から） 

  ⑤本会議のライブ中継（平成２７年１２月から） 

  ⑥委員会等ライブ・録画中継（平成２８年１月から） 

  ⑦議会ＨＰの改善（平成２３年度から） 

   議員ごとの賛否状況、行政視察報告、委員会報告、議会交際費、議会内申し合

わせ事項等アップ内容の充実 

  ⑧議会だよりの改善 

   Ｈ２７（８頁・２色刷り）、Ｈ２８（１２頁・フルカラー）、Ｈ２９（１６頁・

フルカラー） 

  ⑨日曜議会の開催（平成２３年から） 

   傍聴者数は、平成２３年１２月（２６人）、平成２４年６月（３３人）、平成

２７年６月（土曜２９人、日曜１４人）、全体を通して予想を下回り、市長以下

管理職・非管理職員の土日出勤等の費用対効果に疑問も呈していました。 

  ○「市民が参加する議会」への取り組み状況 

   ①議会報告会の開催（平成２３年から） 

   小学校区単位３班体制で実施し、会場準備、地元交渉は全議員で対応、意見は

所管委員会で調査 

  （開催状況） 

   Ｈ２３（３地区１２６人）  Ｈ２４（２０地区８８８人） 

   Ｈ２５（６地区２９０人）  Ｈ２６（２１地区８４１人） 

   Ｈ２７（１個所８７人）   Ｈ２８（１１地区３４７人） 

   Ｈ２９（１０地区３７６人） Ｈ３０（１１地区４７８人） 

   Ｒ１（１０地区３３０人） 

  ②小・中学生の議会傍聴実施 

   Ｈ２３（１０小学校２２３人） Ｈ２４（６小学校１２０人） 

   Ｈ２５（４小学校１４６人）  Ｈ２６（４小学校５４人） 

   Ｈ２７（２小学校３７人）   Ｈ２８（４小学校１８８人） 

   Ｈ２９（４小学校･１中学校９９人） Ｈ３０（２小学校２３人） 

  ③子ども議会の開催 

   平成２４年１月小学生、平成２６年８月中学生、平成２９年８月高校生 

  ④女性議会の開催 

   第１回 平成２３年１０月２４日（市長等も参加） 

   第２回 平成２７年１０月２１日（意見交換形式） 

   第３回 平成２８年１０月２６日（女性９名が議会に対して質問） 



 

  ⑤高校生との意見交換会の開催 

   市内実業高校で開催し、６グループに分かれて意見交換 

第１回 平成２９年１月３０日 生徒３６人、議員１２人 

第２回 平成３０年１月３１日 生徒３５人、議員１５人 

第３回 平成３１年２月１日 生徒３６人、議員１４人 

   市の活性化や福祉政策をテーマに２限分を確保して実施、生徒の提案内容を

もとに、一般質問や委員会の議題として取り上げる。 

  ⑥議会おでかけ教室の開催（平成３０年度から） 

   市内小・中学校で開催し、議会活性化特別委員会２名の議員が講師となり、議

会の概要説明や意見交換会を行う。 

  ⑦議会モニター制度の開始（平成３１年度から） 

   市内各地区、女性団体、商工会議所、ＪＣから推薦により任命し、議会運営全

般についてアンケートにより意見を聴取する。 

  ○「政策提案する議会」への取り組み状況 

  ①議会提案の政策条例の制定状況 

   平成２４年４月  市民主役条例 

   平成２５年４月  ポイ捨て等防止条例 

   平成２７年６月  地域医療を守る条例 

   平成２９年４月  乾杯条例 

   平成２９年１０月 いじめから子どもを守る条例 

   平成２９年６月  災害対策基本条例 

  ②執行部への政策提言の状況 

   平成２９年７月  防犯カメラの設置に関する提言書 

   平成３０年９月  紫山潟遊歩道整備に関する提言書 

   令和元年５月   一次産業の振興に関する提言書 

 ○その他の取り組み状況 

   平成２７年９月  会議録公開の迅速化（ＨＰ３か月→１０日間(速報版対応)） 

   平成２７年１０月 タブレット端末の導入 

   平成２７年１１月 議会交際費内訳の公開（ＨＰ） 

   平成２７年１１月 議会内申し合わせ事項の公開（ＨＰ） 

   平成２７年度分からＰＰＤＣＡサイクルの導入 

   平成３１年度   傍聴席に大型ディスプレイ設置 

   平成３１年度   長期欠席議員の報酬減額条例の制定 

   平成２７年度から 金沢大学法科大学院との連携協定（議会単独） 

   ・大学院で議会改革等について議長等が講義 



 

   ・議員研修会に講師を派遣依頼 

   ・大学院生インターンシップ受入れ 

   ・その他法務関係のアドバイスを受ける 

   議会基本条例、政治倫理条例の検証及び改正を実施 

○事前通知質問事項等での回答及び質疑の概要 

  Ｑ)議員間討議活性化に向けての取り組みとして、自由討議や政策討論会の運用

状況とその成果は。 

  Ａ)議会提案条例や政策提言に関して委員会等でしっかりと議論をし、結論を導

き出している。政策討論会は私の知る限り１回実施しているが重要と考えて

いる。 

  Ｑ)パブリックインボルブメントの活用状況は。 

  Ａ)議会提案条例等に関し、各種機会で住民の意見を伺い成案化している。 

  Ｑ)タブレット端末導入の経緯と現状、課題は。 

  Ａ)当初は年配議員の異論も出たが、現状ではスムーズな対応となっており、ペ

ーパーレス化等の経費削減効果はそれほど大きくはないが、委員会審査の充

実や事務局の事務効率化、書類整理の充実などの目に見えない導入効果が大

きい。 

  Ｑ)数度の定数削減がなされたが、平成２９年一般選挙では無投票となっている、

その理由と市民の反応は。 

  Ａ)現職議員の他の公職への立候補等の背景を前提として削減してきた経緯も

ある。また、議員報酬引き上げに際し、特別職報酬等審議会へ出席しプレゼン

テーションを行った結果、市民からの苦情、クレームは１件もなかった。 

  Ｑ)議会基本条例に規定している「文書質問」はどのように対応しているのか。 

  Ａ)一般質問の補完手段として運用している。 

  Ｑ)議員の当選回数は４期が最長だが、その理由は。 

  Ａ)平成１７年の合併以前の旧市町での期数はカウントしていないため。 

  Ｑ)女性議会を開催しているが参加者からの立候補はあるのか。 

  Ａ)団体からであるが、１名が立候補している。 

  Ｑ)土曜・日曜議会の実施効果は。 

  Ａ)当初から予想に反して低調であり、効果は低いと考えている。 

  Ｑ)長期欠席議員の報酬減額条例で女性議員の出産育児休暇対応は。 

  Ａ)適用除外としている。 

  Ｑ)行政視察を実施したあとの事後検証は。 

  Ａ)特に行っていないが、事後の全員協議会での報告と議会広報誌で市民へ報告

している。 



 

８ 所 見 

   加賀市議会における議会改革の取り組みは、時代の変革を的確にとらえ、議会が

目指すべき姿を掲げ、具体的な取り組みを明文化した議会基本条例の制定が大き

な契機となっています。 

   その取り組みは、議会基本条例の制定初年度（平成２３年度）から多岐にわたり

実践されており、その原動力は課題及び目指すべき方向性を全議員が共有し、精力

的に行動したことにあり、結果として早稲田大学マニフェスト研究所による「議会

改革度調査」で、前年度全国順位８６３位から４３位へと飛躍的にランクアップし

たことからも推察できます。 

   さらに特筆すべきは、平成２７年度から運用した議会ＰＰＤＣＡサイクルの導

入と、同年締結した金沢大学法科大学院との連携協定にあると思われます。   

議会ＰＰＤＣＡサイクルとは、議会事業をＰ（ＰＬＡＮ 計画）、Ｐ（ＰＲＯＣＥ

ＳＳ 手順・経過）、Ｄ（ＤＯ 実行）、Ｃ（ＣＨＥＣＫ 検証）、Ａ（ＡＣＴＩＯ

Ｎ 改善）により進行管理、活動の振り返り、取り組みの評価から次の目標設定へ

と確実に実施事業の成果向上へとつなげています。 

   また、金沢大学法科大学院との連携協定では、議員研修への講師派遣、大学院生

のインターンシップ受入れによる政策等の共同研究や法務関係へのアドバイスな

どによって、議員の専門性の醸成や資質の向上に積極的に取り組んでいます。 

   議会改革の本筋基本は、「議論」「住民参加」「情報公開」が三大要素であり、

それらが実態として機能していることです。加賀市議会では三大要素の中でも、住

民参加と情報公開が極めて多岐に及び、しかも能動的に事業実践されており、そう

した行動が幾度となく地元紙にも取り上げられ報道されていることから、当然に

して市民の目に触れる機会も格段に増加し、相乗効果が現れていると思われ、結果

として市議会が市民に対して行った議会アンケートでは、設問のうち「議会への関

心度」と「議会の活動評価」において、評価する割合が上昇しており、市民をも巻

き込んでの議会改革が着実にその成果を上げています。 

   一方、議員の処遇面では、議員報酬月額４８万円、期末手当３４０／１００（報

酬月額とその額に１００分の４０を乗じた額に６月は１００分の１６７．５、１２

月は１００分の１７２．５）、行政視察は常任委員会１人当たり年１０万円、特別

委員会１人当たり年５万円、政務活動費は１人当たり月８万円など、地域性を加味

しても当市と比較して極めて厚遇されており、これは議員定数の率先削減や議会

改革を推進し、議会の持つ権能発揮のため議会を構成する議員が共通認識のもと、

市民から目に見える形の中で積極的かつ能動的な活動が評価され、前述のとおり

先回の議員報酬引き上げに際しても市民からの批判、クレームが全くなかったこ

とへもつながっているのではと推察できます。 



 

   質疑の最後に、説明をいただいた両議員から、「議会改革度調査」で高評価を得

たことから、ランクを下げてはならないというプレッシャー的側面もあるが、議長

のリーダーシップも大きく寄与しており、議長から各委員会等へ課題提起がなさ

れ議会改革の柱にもなっている旨のお話があり、手段手法は異なるも昨年度の当

特別委員会行政視察先である愛知県犬山市議会との共通点も多く、今後の阿賀野

市議会の在り方、方向性等に多くの示唆をいただいた行政視察でした。 

 

   以上、議会改革推進特別委員会の視察研修についての報告といたします。 

 


